
様　式　イ

平 成 18 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ）

○札幌市産業廃棄物処理指導計画の改定
　学識経験者、処理業関係者、市民から成る産業廃棄物処理施
設設置等評価委員会を設置し、平成13年度に策定した「第１次
札幌市産業廃棄物処理指導計画」の改定案の内容について、
審議していただき、当該審議内容を取りまとめた意見書を札幌
市宛提出していただいた。
　当該意見書の内容を反映し、「第２次札幌市産業廃棄物処理
指導計画」を平成１８年１２月に策定した。
○産業廃棄物処理指導計画の冊子作成
  (本編3千部、概要5千部)
○札幌市産業廃棄物処理施設設置等ガイドラインの冊子作成
  (本編3千部、概要5千部)
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○懇談会により様々な意見の集約ができ、当懇談会の意見書
   に基づき、行政の役割を盛り込んだガイドラインを策定でき
   た。
○実態調査の実施により、市内の産業廃棄物の処理状況が
   把握でき、現指導計画の目標値の点検・評価ができた。ま
   た、これまで５年に一度の点検が推計システムの策定によ
   って、毎年度の状況をつかめることとなった。
○がれき類の受入停止で本市埋立地の延命に寄与できた。
○学識経験者、処理業者、市民から成る評価委員会の意見
　 を反映した第２次札幌市産業廃棄物処理指導計画を策定
　 できた。

○ガイドラインや指導計画を有効に運用して適正処理を効果
   的に進めていくこと。
○本市受入産廃のｶﾞﾗｽくず陶磁器くずの受入停止のため、
　 民間処理施設の整備促進を図ること。

平 成 16 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 17 年 度 事 業 内 容 　（ 決 算 ）

平成16年度の事業は、平成17年度に行う事業の準備のために
行ったものである。

○産業廃棄物実態調査
　市内における産業廃棄物の排出量・処理量等（平成15年度実
績）の実態調査を行った。
　【調査結果】
　・市内排出量；2,947千ｔ　　・減量化量；1,992千ｔ
　・再生利用量；750千ｔ　　　・最終処分量；205千ｔ

○市域内処理推進懇談会
　市域内処理を推進するに当たり、幅広い意見を集約するた
め、有識者・排出事業者・処理業者・市民による懇談会を設置し
た。

○市域内処理推進懇談会
　平成16年度に設置した懇談会から意見をいただいた。
　【懇談会意見】
　・札幌市は都市としての道義的、社会的な責務の観点から市
　　域内処理を基本とすべきである。
　・民間処理施設の整備を促進するべきである。
　・適正処理を推進する取組みが必要である。
○産業廃棄物処理施設設置のガイドラインの策定
　 市域内処理推進懇談会の意見を踏まえ、札幌市産業廃棄物
処理施設設置等ガイドラインを策定した。(施行日H18.4.1)
《ガイドラインの特色》
 (1)　廃棄物処理法の基準以外に本市独自の配慮基準を設定
　　した。(17項目29基準)
 (2)　現行の住民同意手続きに替わり、地域住民への説明、必
    要な意見の反映、施設によっては使用中井戸への影響の
    定期的確認、環境モニタリングの実施等を義務づけた。
 (3)　配慮基準に対する計画内容を評価するための第三者機
    関(評価委員会)を設置する。
 (4)　市内に必要な処理施設については、市街化調整区域で
    の建築物設置、関係住民への情報提供、環境モニタリング
    の実施等を市が協力して行うこととした。
○産業廃棄物処理施設設置等指導要綱の改定
　 ガイドラインの策定に合わせ、その詳細及び許可手続きを規
定するため、現行指導要綱の改訂を行った。
○本市受入産業廃棄物のがれき類と廃蛍光管の受入停止
 　がれき類のついては、平成17年10月1日から受入を停止し
た。
  廃蛍光管については、本市発注工事から発生したものについ
て、埋立処分せずに再資源化することとした。
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○平成16年度
　・産業廃棄物実態調査、市域内処理推進懇談会によ
　　る意見書提出
○平成17年度
　・産業廃棄物処理指導計画の改定、産廃処理施設
　　設置に係るガイドラインの策定、産廃処理施設設
　　置等指導要綱の改定、本市受入産廃のがれき類
　　と廃蛍光管の受入停止
○平成18年度
　・産業廃棄物処理指導計画による指導、本市受入産
　　廃のｶﾞﾗｽくず陶磁器くずの受入停止予定

＜年 度 別 の 事 業 内 容＞①産業廃棄物処理指導計画（13～17年度）の点検・評価事業
　 市内における産業廃棄物の排出量・処理量等の実態調査
②産業廃棄物の市域内処理推進事業
　　・民間産業廃棄物処理施設設置の環境整備に対する本市の
      役割の検討
　　・事業者懇談会の設置・運営、専門委員会の意見聴取等
　　・本市受入産業廃棄物の品目縮小の検討
　　　（平17；がれき類受入停止、平18；ｶﾞﾗｽ陶磁器くず受入停止
      予定）
　　・産業廃棄物処理実態推計システム策定業務

産業廃棄物減量・リサイクルおよび市域内処理推進事業

環境局環境事業部事業廃棄物課　又村　211-2927

全　　体　　計　　画　　(　　当　　初　　)

担 当

新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 事 業 総 括 調 書

平成１９年度以降の方向性（事業予定）

○第２次札幌市産業廃棄物処理指導計画及び札幌市産業廃棄物処理施設設置等ガイドラインに基づき、適正処理を推進していく。
・平成１９年度における指導計画に基づく実施予定の施策
　ア　産業廃棄物の排出・処理状況の推計、情報提供
　イ　処理業者の指導基準の明確化

施策体系ｺｰﾄﾞ 3‐2‐4 事 業 名
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産業廃棄物処理指導計画推進費（一部） 臨時 枠外

予　算　事　業　名( 小 事 業 名 )

関　　連　　予　　算　　事　　業　　内　　訳

経・臨 枠内外 16年度 17年度 18年度 計

主　な　施　設、　サ　ー　ビ　ス　等　の　整　備　水　準

18 年 度 末
( 実 績 )

17 年 度 末
( 実 績 )

16 年 度 末
( 実 績 )

15 年 度 末
( 現 状 )

項　　　　　　目

実　績

計  画  と  の  差  異  (　予　算　・　事　業　内　容　・　規　模　・　時　期　等　)

・本市受入産廃のｶﾞﾗｽくず陶磁器くずの受入停止は、平成１８年度中を予定していたが、民間施設の整備が遅れ、
 平成１８年度中の実施が出来なかった。
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事　　業　　費　　の　　推　　移

事 業 名産業廃棄物減量・リサイクルおよび市域内処理推進事業施策体系ｺｰﾄﾞ

新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 事 業 総 括 調 書 （単位：千円）


